
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
熊本県 玉名市熊本県 玉名市熊本県 玉名市熊本県 玉名市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

70,483
152.55

17,420,404
29,912,738
29,060,319

681,984

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.46][0.46][0.46][0.46]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

35/4935/4935/4935/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

0.390.390.390.39
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.280.280.280.28

1.631.631.631.63

0.650.650.650.65
0.720.720.720.720.720.720.720.720.690.690.690.690.640.640.640.64

H21H20H19H18H17

0.460.460.460.46
0.470.470.470.470.450.450.450.450.430.430.430.430.410.410.410.41

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [93.1%][93.1%][93.1%][93.1%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

44/4944/4944/4944/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

90.890.890.890.8

(%)

110.0
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60.0

98.398.398.398.3

76.576.576.576.5

88.188.188.188.1
87.987.987.987.988.288.288.288.286.986.986.986.9

88.688.688.688.6

H21H20H19H18H17

93.193.193.193.1

96.496.496.496.497.797.797.797.796.996.996.996.9
98.698.698.698.6

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[98989898,,,,343343343343円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

4/494/494/494/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

112,075112,075112,075112,075

(円)

270,000

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

218,433218,433218,433218,433

86,36686,36686,36686,366

129,437129,437129,437129,437122,644122,644122,644122,644121,535121,535121,535121,535120,766120,766120,766120,766
127,420127,420127,420127,420

H21H20H19H18H17

98,34398,34398,34398,343
96,67296,67296,67296,672

103,640103,640103,640103,640103,167103,167103,167103,167
115,867115,867115,867115,867

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [98.6][98.6][98.6][98.6]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

38/4938/4938/4938/49
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

95.195.195.195.1
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

101.2101.2101.2101.2

90.790.790.790.7

97.097.097.097.0
97.097.097.097.097.097.097.097.0

96.396.396.396.3

96.396.396.396.3

H21H20H19H18H17

98.698.698.698.6
98.898.898.898.8

98.198.198.198.1
97.197.197.197.1

96.096.096.096.0

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[7777....46464646人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

16/4916/4916/4916/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

7.837.837.837.83

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

17.0517.0517.0517.05

5.615.615.615.61

8.678.678.678.67
8.398.398.398.398.278.278.278.278.408.408.408.408.678.678.678.67

H21H20H19H18H17

7.467.467.467.467.757.757.757.757.967.967.967.968.368.368.368.368.508.508.508.50

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [15.9%][15.9%][15.9%][15.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

31/4931/4931/4931/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

13.713.713.713.7

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

20.320.320.320.3

4.24.24.24.2

14.514.514.514.5
14.114.114.114.114.314.314.314.3

16.316.316.316.315.615.615.615.6

H21H20H19H18H17

15.915.915.915.9

16.916.916.916.916.816.816.816.817.117.117.117.1
16.316.316.316.3

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [124.9%][124.9%][124.9%][124.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

31/4931/4931/4931/49
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均熊本県市町村平均

103.6103.6103.6103.6

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

234.5234.5234.5234.5

24.524.524.524.5

112.3112.3112.3112.3
103.3103.3103.3103.3111.7111.7111.7111.7

H21H20H19H18H17

124.9124.9124.9124.9

138.6138.6138.6138.6
164.9164.9164.9164.9

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

玉名市玉名市玉名市玉名市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数
　長引く景気低迷による市税の減収などから、対前年比0.01ポイント下降している。現在、新幹線
の新駅周辺整備を行っており、企業誘致活動や定住化促進施策を展開し財政基盤の強化を図
るとともに、より一層の市税徴収強化に努める。

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率
　人件費の削減や補償金免除繰上償還等により対前年比3.3ポイント改善されたものの、類似団
体平均値を5.0ポイント上回っている。今後も合併協議及び職員定員適正化計画に基づく人件費
の削減を着実に実行するとともに、類似団体を大きく上回っている補助費の見直しや繰上償還
等による公債費の抑制を実施し経常経費の削減を図る。また、市税の徴収率向上など、自主財
源の確保に努める。

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額
　類似団体平均より31,094円低いものの、消防、ゴミ処理、し尿処理などの業務を一部事務組合
で行っているため人件費・物件費に計上されない部分があることも一因であり、一概に低い数値
とは判断しにくい。今後は、市民サービスを低下させないよう配慮しながら、あらゆる事務改善を
行い職員数の削減や事務費の削減に努める。

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数
　類似団体の平均を1.6ポイント上回っている。国、県、近隣市の状況、民間の給与水準との均衡
や市の財政状況を踏まえ引き続き給与の適正な執行に努める。

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況
　類似団体平均値を12.6ポイント上回っているが、対前年比としては13.7ポイント改善できてい
る。改善できた要因としては、職員数減による退職手当負担見込額の減、地方債の補償金免除
繰上償還による地方債現在高の減少によるものである。今後は、新庁舎建設の本格化などによ
り比率の上昇要因もあるが、後世への負担を少しでも軽減するため、新規事業の実施等につい
て総点検を行い、財政の健全化を図る。

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
　類似団体平均値を1.4ポイント上回っているが、対前年比としては1.0ポイント改善できている。
改善できた要因としては、地方債の補償金免除繰上償還によるものである。今後は庁舎建設な
どが予定されているが、計画的な地方債発行に努めるとともに交付税算入の比率が高い合併特
例債を活用し当比率の抑制に努める。また、繰上償還を実施し、利子負担の軽減に努める。

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数
　類似団体平均値を1.21ポイント下回っている。退職者の１/３採用を基本に新規採用者を抑制し
た定員管理を行っており、今後も減少する見込みである。企業誘致や定住化促進により人口増
加を図ることで対人口の割合をより下げていきたい。


